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  令和８年第１回大分市教育委員会会議録 

 

１ 日時    令和８年１月２８日（水） 午後３時００分から午後４時５０分まで 

２ 場所    大分市役所議会棟３階 第４委員会室 

３ 出席者   教育長    粟井 明彦 

一番委員   林 新太郎 

二番委員   岡田 史絵 

三番委員   廣津留 すみれ 

四番委員   上杉 美穂子 

        五番委員   古賀 精治 

４ 出席事務局職員 

教育部長             永野 謙吾 

教育部次長兼社会教育課長     清水 篤 

教育総務課長           中山 英人 

学校教育課長           安部 桂司 

児童生徒支援課長         平田 敬二 

学校施設課長           武藤 英二 

人権教育推進課長         高橋 秀徳 

文化財課長            安東 孝浩 

大分市教育センター所長      赤峰 竜二 

美術振興課長           野田 智佳 

教育総務課参事          佐藤 靖寿 

        学校教育課参事補         板井 晋一 

学校教育課参事補         伊澤 真紀 

児童生徒支援課参事        松尾 賢吾 

        児童生徒支援課指導主事      伊藤 寛 

        体育保健課参事          上野 展久 

        ＊三番委員は、インターネットを利用した方法による出席 

５ 書記 

教育総務課参事補  石川 仁美    教育総務課主査 和田 宏   

教育総務課主査   松下 祐介    教育総務課主任 金田 紗耶子 

６ 傍聴人   １名 

７ 議題 

 （１）議案 

（教議第１号）令和８年度大分市学校教育指導方針について 
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（教議第２号）大分市公民館運営審議会委員の委嘱について 

（教報議第１号）大分市奨学生選考委員会委員の委嘱について 

（２）報告事項 

  （１）大分市立中学校における生徒間暴力事案について 

（２）大分市立学校における働き方改革推進プラン２０３０について 

（３）県費負担教職員の人事管理上の矯正措置について 

８ 会議の概要 

教育長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全委員 

教育長 

 

 

全委員 

教育長 

 

児童生徒支援課長 

 

 

 

 

 

ただいまより、令和８年第１回大分市教育委員会を開会いたします。        

（午後３時００分 開会） 

本日は、傍聴者の方がいらっしゃるようですが、遵守事項に従って、静

粛に傍聴いただきますようお願いいたします。 

本日は、廣津留委員がこの場に参集することができないため、大分市教

育委員会会議規則第２条の２第１項の規定により、インターネットを利用

した方法による会議の参加を認めています。 

本日の署名委員を二番委員、四番委員にお願いします。 

それでは、ただいまより議案審議に入りますが、報告事項（３）「県費

負担教職員の人事管理上の矯正措置について」につきましては、人事に関

する案件であることから、報告を秘密会とすることを発議いたします。 

賛成の方は挙手をお願いします。 

（挙手） 

全委員賛成と認め、報告事項（３）は秘密会とします。残りの議案審議

及び報告ののち、秘密会の報告を行うことといたしますが、よろしいでし

ょうか。 

（了承） 

それではまずはじめに、報告事項（１）「大分市立中学校における生徒

間暴力事案について」報告いたします。事務局、説明をお願いします。 

報告事項１点目「大分市立中学校における生徒間暴力事案について」ご

報告いたします。 

市立中学校の生徒による暴力行為の様子を撮影した動画が、ＳＮＳ等で

拡散されている事案につきまして、これまでの調査等で把握いたしました

内容と対応状況等についてご説明いたします。本事案が発生した学校及び

関係生徒につきましては、これまでの調査により特定はできております
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が、関係生徒のプライバシーの保護、全校生徒の安全・安心な教育環境を

確保する観点から、公表は差し控えさせていただいております。 

これまでの対応状況でございますが、１月８日の早朝、教育委員会及び

当該学校がＳＮＳにおいて、動画が拡散されていることを把握し、教育委

員会から直ちに警察に報告するとともに、確認のため、当該学校へ職員を

派遣いたしました。 

翌日の１月９日には、教育委員会より、臨床心理士を派遣しておりま

す。なお、臨床心理士につきましては、県教育委員会と連携し、翌週１３

日から現在も派遣を継続しております。 

当該学校では、全校生徒を対象に朝の学級活動において、「今回の事案

について知っていることはないか」、「その他、いじめや暴力を受けてい

る生徒はいないか」などについてアンケートを行うとともに、学級担任等

が順次、個人面談を実施しております。 

また、同日、１６時より臨時の記者会見を開催し、１月８日時点で把握

しております内容と対応状況等についてご説明いたしました。当該学校で

は１０日、学年ごとに保護者説明会を実施し、事案の概要、これまでの指

導の経過、今後の対応等について保護者の方へご説明いたしております。 

さらに１月１３日に市内全小中学校の校長に対しまして臨時校長会を開

催し、事案の概要説明、及び児童生徒の問題行動防止に向けた指導の徹底

と自校の取り組みの確認を行うよう指導したところであります。 

また、市に当該学校に向けた脅迫メールが届いたことを受け、翌１４日

に当該学校が、保護者にお知らせするとともに、１４日から教育委員会及

び警察等と連携しパトロールを実施しており、翌１５日につきましては、

当該学校は部活動を中止し、一斉下校といたしました。なお、１月２６日

の文教常任委員会の後に、これからご説明させていただく内容を含め、記

者説明を行ったところでございます。 

関係資料②をご覧ください。教育委員会が本事案に関し把握している動

画は３本であります。１本目は、校舎内1階廊下で一方的に殴るけるの暴

力行為を行っている動画であります。 

２本目は、校区内の公園で、１対１の戦いのような状況から、一方的な
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暴力行為になる動画であります。３本目は、同じく校区内の公園におい

て、馬乗りの状態で暴力行為を行っている動画であります。 

本事案３件に関係する生徒は、１３名で、うち１名が高校生でございま

す。 

主な関係生徒は、１本目、２本目、３本目の動画の加害生徒Ａ、１本目

の動画の被害生徒Ｂ、２本目の動画の被害生徒、及び３本目の動画を撮影

した生徒Ｃ、３本目の動画の被害生徒Ｄ、１本目と２本目の動画を撮影し

た生徒Ｅとなります。 

事案の概要につきましては、発生順にご説明させていただきます。ま

ず、２本目の動画についてでございます。事案の状況につきましては、関

係生徒の話によりますと、令和７年７月７日、午後４時頃、校区内の公園

で発生しております。 

関係生徒は、現場にいたＡ、Ｃ、Ｄ、Ｅ、他３名、その他の関係生徒１

名の計８名でございます。暴力行為に至った経緯及び暴力行為の撮影につ

きましては、同年同月６日、加害生徒Ａは、「被害生徒Ｃが、Ａに関する

ことをＳＮＳに書き込んだ」との情報を他の生徒からＳＮＳを経由して知

りました。 

Ａはそのことを悪口と捉え、その事実についてＣに尋ねたところ、Ｃは

書き込んだことを認めたため、翌日ケンカをすることを双方で話して決め

ております。 

翌７日の放課後、ＡとＣを含む７名で公園へ移動し、ＡとＣがケンカを

始めますが、Ａの一方的な暴力となったため、一緒にいた他の生徒が制止

をしております。 

また、Ａはケンカの様子を自身が無断で持ち帰った教育用タブレットで

撮影するよう関係生徒Ｅに依頼し、Ｅが撮影しております。 

なお、事案直後、加害生徒Ａは暴力を振るったこと、被害生徒Ｃは書き

込んだことについてお互いに謝罪しております。その後の動画の共有状況

や拡散の経緯につきましては、同日、その動画を撮影した関係生徒Ｅと加

害生徒Ａが、Ａの教育用タブレットからそれぞれのスマートフォンに転送

し、それぞれ別のＳＮＳに投稿をしております。 
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その後の拡散の経緯については不明でございます。 

発生後の学校の指導につきましては、同日以降、本事案や動画につい

て、学校側での把握はなく、動画拡散後の令和８年１月８日に初めて把握

し、関係生徒からの聴き取り等を行っております。 

次に、１本目の動画についてでございます。事案の状況につきまして

は、関係生徒の話によりますと、令和７年７月９日、午前９時３０分頃、

校舎内１階廊下で発生しております。 

関係生徒は、現場にいたＡ、Ｂ、Ｄ、Ｅ、他２名、その他の関係生徒

Ｃ、他1名の計８名となります。暴力行為に至った経緯及び暴力行為の撮

影につきましては、同年同月８日、加害生徒Ａと被害生徒Ｂの関係が悪く

なるような内容を他の生徒がＳＮＳを通じてＣに伝え、ＣがそのことをＡ

に伝えております。 

翌９日、Ａは廊下でＢを発見したのち、Ｂを押し倒し、一方的に殴る蹴

る等の暴力行為を行っております。その状況を、近くにいたＥが、自ら教

育用タブレットで撮影しております。 

加害生徒Ａにつきましては、発生当時は被害生徒Ｂに謝罪ができていま

せんでしたが、現在、ＡはＢに対する暴力行為について反省をしており、

Ｂへの謝罪の気持ちをもっております。 

その後の動画の共有状況や拡散の経緯につきましては、動画を撮影した

Ｅは翌日の１０日、自身のスマートフォンを無断で校内に持参し、自身の

教育用タブレットから動画を転送するとともに、Ａとも共有しておりま

す。 

その後の動画の共有状況や拡散の経緯については不明でございます。 

発生後の学校の指導につきましては、同日以降、本事案や動画について

把握をしておりませんでしたが、動画拡散後の令和８年１月８日に初めて

把握し、関係生徒からの聴き取り等を行っております。次に、３本目の動

画についてでございます。 

事案の状況につきましては、関係生徒の話によりますと、令和７年９月

２２日、午後４時頃、２本目の動画と同一の校区内の公園で発生しており

ます。 
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関係生徒は、現場にいた生徒Ａ、Ｃ、Ｄ、他６名、この中には高校生１

名を含みます。その他の関係生徒１名とあわせて、計１０名となります。

暴力行為に至った経緯及び暴力行為の撮影につきましては、同年同月１７

日、ＳＮＳを通じ、他の生徒のアカウントから加害生徒Ａに悪口が送信さ

れております。 

同年同月２２日の放課後、Ａは、被害生徒Ｄを含む３名が他の生徒のア

カウントを無断で使用して悪口を送信したものであることを知り、公園で

Ｄに問いただしたところ、認めなかったため、押し倒し、馬乗りになって

殴る等の暴力行為に至っております。 

また、Ａは、その様子をＡのスマートフォンで撮影するようＣに依頼

し、Ｃが撮影しております。事案直後、加害生徒Ａは暴力を振るったこ

と、被害生徒Ｄは他の生徒のアカウントを無断で使用して悪口を送信した

ことについてお互いに謝罪をしております。 

その後の動画の共有状況や拡散の経緯につきましては、同日帰宅後、Ａ

が他の生徒２名のそれぞれから動画の転送を依頼されたため、送付してお

りますが、その後の拡散の経緯については不明でございます。 

発生後の学校の指導につきましては、同日、本事案や動画について把握

し、指導等を行っております。しかしながら、指導において今回の１本

目、２本目の事案の発見には至っておりません。 

今回の事案の主な問題点といたしましては、 

①当該学校では、暴力やいじめは、「決して許されない行為である」こ

とを、日頃から生徒に対し指導を行っておりましたが、校内で暴力行為が

発生し、その様子を生徒が撮影を行い、動画を複数人で共有したこと、②

また、そのことを中学校が把握できず、事案発生から把握まで長期にわた

ってしまったこと、③本来学習に使われるべき教育用タブレットが動画の

撮影に使用されたこと、④３本目の動画に関しては、学校が把握し対応し

ておりましたが、１本目、２本目の動画の発見につながる適切な対応がで

きていなかったことでございます。 

事案発覚後、当該学校におきましては、本事案に係るアンケートや、学

級担任等による個人面談を実施するとともに、生徒、保護者の相談窓口を



7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育長 

 

 

 

 

新たに開設し、広くご意見等をいただくようにしております。 

教育委員会といたしましては、当該学校に県教育委員会と連携して臨床

心理士を派遣し、生徒の心のケアに努めるとともに、安全・安心な教育環

境の構築に向け、防犯カメラの設置の必要性につきまして検討をしている

ところでございます。 

今後、このような事態を二度と繰り返さないよう再発防止に向けて、い

じめや暴力行為への対応に係る生徒指導体制の強化、教育用タブレットの

使用や個人用スマートフォンの校内での取り扱いに係る指導の徹底、家庭

と連携した情報モラル教育・情報リテラシー育成の強化、教育相談体制の

強化と学校内外における相談窓口の周知等について、市内小中学校に対し

指導の徹底を図ってまいります。 

なお、今回の３本の動画の内容につきましては、教育委員会として、い

ずれも生徒間の暴力行為であり、いじめ防止対策推進法における「いじ

め」の定義に該当すると判断いたしました。また、本事案につきまして

は、３件とも「いじめの重大事態」と認定し、今後、大分市いじめ問題第

三者調査委員会において調査を行うこととしております。 

最後になりますが、１本目の動画の被害生徒Ｂの保護者との面談におい

て、「１月８日にＳＮＳ上に動画か拡散されたことにより、毎日が不安な

状況となり、平穏な生活が送れていないこと」など、被害生徒保護者の悲

痛なお気持ちを、伺ったところであります。 

 教育委員会といたしましては、被害生徒と、そのご家族の方の、心のケ

アを最優先に取り組むとともに、当該学校や関係機関等と連携して、生徒

指導体制の強化を図り、安全・安心な学校づくりに取り組んでまいりま

す。 

以上でございます。 

それでは質問に移りますが、報道関係の方々並びに傍聴者の方も含め

て、お願いがございます。 

本日の資料は、あくまでも報告内容をわかりやすくするためのもので

す。ですから、この資料の今後の取り扱いについては、個人及び関係者の

心情に十分配慮したものとなるよう特段のご留意をよろしくお願いいたし
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児童生徒支援課長 

 

 

五番委員 

 

 

 

 

 

児童生徒支援課長 

 

 

 

一番委員 

 

ます。 

それでは委員の皆様、ご質問はありませんか。なお、ご質問の際には、

学校名や氏名等、個人を特定できるような情報を控え、プライバシーに十

分配慮した質問をしていただきますようお願いします。 

主な関係生徒５名、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ以外の関係生徒、その場にい

た、各動画に２名とか３名とか６名ありますけど、これは重なってはいな

いということでよろしいのでしょうか。同じ人物ですか。 

全体では、関係生徒は１３名ということであります。それぞれ８名、８

名、１０名ということでございますので、重なり合っている生徒がいると

いうことでございます。 

 答えられる範囲でお願いしたいのですけど、この関わっている関係生徒

のつながりというか間柄というか、小さい頃から知っているのかとか、部

活とか社会体育等でつながりがあったとか、もう全く中学校からのお友達

関係なのか、どういったことでこういうことになっていったのかというこ

とはお聞きできますか。 

１３名の中には、よく一緒にいた生徒同士ということもございますが、

そうでない生徒、関係生徒の中には関係性の非常に薄い生徒もいるという

ことであります。それぞればらばらでございます。 

 二つお聞きしたいのですが、ここに複数の生徒さんが関わっています

が、ＳＮＳ上でいろんな書き込みがあります。今現在、登校状況という

か、学校に、被害者、加害者、傍観者もいると思いますが、関係者の生徒

が今どういう登校状況で、授業をどういうふうに受けているかというのが

１点と、このＡという生徒に対する指導の在り方を少し詳しく言える範囲

で教えていただければと思います。申し上げられなかったら結構です。 

 被害生徒につきましては、発言を控えさせていただきたいと思います。

また、関係生徒の中には、やはり登校を控えている生徒もいるというとこ

ろになります。また、加害生徒につきましては、連携を図りながら今対応

しているというところでございます。 

非常にプライベートでプライバシーに関わる事案であり、質問自体が難

しい点は承知しています。そのうえで、今回の問題点を整理すると、まず
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「喧嘩をしたこと」自体が悪いのか、学校のタブレットを使って録画した

ことが悪いのか、さらにその動画をネットにアップしたことが悪いのか、

いずれも問題があると考えています。ただし、今回いじめと認定された以

上、まず最も重大なのは「暴力行為そのものが悪い」という点だと思いま

す。また、動画が拡散されるまで学校側がこの暴力事案を把握していなか

ったという問題もあります。教育委員会として、これら一連の問題をどの

ように認識し、どの課題を優先的に解決すべきと考えているのか、お伺い

します。 

 学校の対応という点で申し上げますと、まず１本目・２本目の動画につ

いては、そもそも動画の存在や事案そのものを把握できていなかったこと

が問題でした。３本目の動画については把握して指導を行っていました

が、それが１本目・２本目の事案の発見にはつながらなかったという状況

があります。その結果、被害に遭った生徒が長期にわたり辛い思いをして

いたにもかかわらず、学校として十分に発見・対応できていなかった点が

大きな課題です。また、学校が指導を行っているにもかかわらず、教育用

タブレットを使用してこのような動画が撮影され、さらに拡散につながっ

ていることについては、指導が十分に行き届いていないという問題がある

と認識しています。 

 ということは、やはり教育の管轄する側からいたしますと、今回の発見

が３本目はすぐ発見できたものの、１本目、２本目についてはかなり遅延

してしまったというところが一番の問題であると教育委員会としては認識

されているということでしょうか。 

１本目につきましては校内で発生していますが、その当時にしっかりと

把握ができていなかったというところで、長期化しているというところが

最も大きいと思っております。それまで指導もされているとは思うのです

けど、把握につながっていない、解決につながっていなかったというとこ

ろが課題であったと思っております。 

立て続けで申し訳ありません。１本目の動画というのは、撮影された

後、すぐにアップされているのでしょうか。そして、それは注意をしたり

すれば、学校側や教育委員会としては把握ができる性質のものなのでしょ
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うか。 

 １本目につきましては、資料２を見ていただければ分かると思うのです

けど、下から２番目の真ん中のところになりますが、撮影者が、翌日に自

身のスマートフォンを学校に持ち込んで、それに転送している。そして、

Ａとも共有を行っていますが、その後の動画の共有状況や拡散の経緯につ

いては、これ以上は調査しておりますが不明であるというところになりま

すので、その後、何らかの形でＳＮＳ上に流れていったということになっ

ております。 

当然、本人たちも当時は世間に公開しようという意図ではなく、友人同

士で証拠のような形として画像や動画を共有していたのではないかと考え

られます。 

再発防止にあたっては、倫理的な指導を行うことは当然必要であると思

いますが、一方で、このような拡散を完全に防ぐことができたのかという

点については、今回の報告内容を見る限り、どのような対応を取れば防止

できたのか、直ちには思い浮かばない部分もあります。今後の課題とし

て、さらに検討していく必要があると感じております。 

今回の事案においては、撮影したこと自体にも問題はありますが、それ

以上に、被害生徒の心を深く傷つけるような動画が世間に拡散されてしま

ったことが大きな問題であると認識しております。 

また、もう一点質問ですが、今後の課題としては、今回の経緯をさらに

詳細に把握したうえで、同様の事案をできるだけ早期に発見し、拡散を防

止することが一つの重要な課題であると考えます。 

加えて、先ほどお話があった被害生徒のメンタル不調について、今後ど

のように回復支援を行っていくのかという点も大きな課題であると理解し

ておりますが、そのほかにも現時点で課題として認識している事項がある

のか、お伺いしたいと思います。 

 まず、先ほどお伝えしたように、校内で起こった事案について、把握に

至るまで長期間を要していたという点を踏まえますと、校内の指導体制を

見直し、こどもたちが声を上げやすい環境をつくっていくことが重要であ

ると考えております。 
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また、拡散防止やインターネットの安全利用に関する教育につきまして

は、これまでもモラル教育や情報リテラシー教育を毎年実施しております

が、必ずしも適切な利用につながっていない現状もございます。そのた

め、今後はこうした教育について、さらに力を入れて取り組んでいく必要

があると考えております。 

加えて、最も重要なのは、被害生徒及び保護者への十分なケアに努めて

いくことであると認識しております。あわせて、本件を受けて、学校全体

としても多くの生徒が心を痛めている状況がありますので、そうした生徒

たちへの心のケアについても十分に行っていく必要があります。 

そのうえで、再発防止に向け、こどもたちが安全・安心に学校生活を送

ることができるよう、学校と十分に連携を図りながら、必要な対策を講じ

ていくことが重要であると考えております。 

分かりました。今のお話を要約すると、要するに、学校現場における、い

じめや暴力行為に対して、いけないことなのだという学生の意識をもっと

高めて、こういうものが発覚した時点ですぐに学校側に共有できる、周囲

に共有できるような体制をさっと進めて、体制づくりを進めていくという

ことと、それと被害生徒のメンタルケアを細心の注意を払って行うとい

う、この２点であると考えているということでよろしいですか。 

 はい。 

２点質問があります。 

まず１点目ですが、関係生徒の登校状況について伺います。現在ではな

く、事案発生当時の状況として、加害生徒、被害生徒を含め、欠席が見ら

れるような状況はなかったのかという点についてお聞かせください。 

２点目ですが、先ほどの質問と一部重なる部分もありますが、生徒Ａが

動画撮影を依頼していたことが確認されているとのことでしたので、その

依頼をした目的や、撮影した動画をどのように使用しようとしていたのか

など、現時点で分析等から分かっていることがあれば、お知らせいただき

たいと思います。 

事案発生前までの登校状況につきましては、通常の範囲での登校をして

いるというところであります。また、依頼等につきましては、個別の内容
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になりますので、今回お答えを控えさせていただきたいと思います。 

 すみません、１点目は事案発生時です。発生後ですね。 

 被害生徒については、お答えを控えさせてください。関係生徒につきま

しては、登校を控えている生徒もいます。 

 それは今ですか。そうではなくて、その事件発生時が、７月の時点と９

月の時点で欠席が見られた生徒はいるかという質問です。 

本件に関してということであれば、そのようなことはございません。 

不安に思われている保護者の方がたくさんいらっしゃると思うのです

が、１０日の保護者会でどのような御意見がありましたか、教えていただ

けますでしょうか。 

多くのご意見をいただいているところでありますが、いくつかご紹介し

ますと、加害生徒に対してどのように指導しているのかといったことや、

安心して学校に行かせる取組はどういうふうにしていくのかとか、これか

ら入試を控える他の生徒への影響はないのか、そういったいろんな意見が

出されているところです。今回、報告内容を分かりやすくお伝えするとい

うことで、委員の皆様方にご説明をさせていただき、様々なご質問やご意

見をいただいたところでございます。 

教育委員会といたしましても、今回いただいたご質問やご意見を真摯に

受け止めながら、今後、適切に対応していくことが重要であると考えてお

ります。特に、関係生徒の中でも被害生徒につきましては、今後も学校生

活の中で安心して過ごし、引き続き活躍できるよう、十分なフォローを行

っていく必要があります。また、メンタル面のケアにつきましても、継続

して丁寧に対応していきたいと考えております。 

加えて、本件により学校全体が動揺している状況も考えられますので、

今後は保護者説明会等につきましても、丁寧に実施してまいりたいと考え

ております。引き続き、委員の皆様方のご支援、ご協力をお願いしたいと

思っております。 

それでは次に、教議第１号「令和８年度大分市学校教育指導方針につい

て」を議題といたします。 

事務局、説明をお願いします。 
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教議第１号「令和８年度大分市学校教育指導方針について」ご説明申し

上げます。 

学校教育指導方針は、本市で取り組むべき教育をめぐる課題を明らかに

するとともに、各学校（園）における教育活動と取組の重点を明確にする

ことを目的に、毎年作成しております。 

令和８年度の指導方針の作成に当たりましては、学習指導要領等を踏ま

えつつ、「大分市総合計画 未来へつなぐ おおいたビジョン２０３

４」、「大分市教育ビジョン２０２９」の内容を反映しております。 

第１部につきましては、「本市の目指す学校教育」や「本市の目指すこ

ども像と３つの姿」、また、本市の実情に即し、「重要課題と指標」を示

しており、「大分市教育ビジョン２０２９」に基づき、構成を若干変更し

ております。主な変更箇所としましては、重要課題Ⅲ「社会の変化への対

応」の項目にありました「キャリア教育の推進」を重要課題Ⅰ「『縦の接

続』による教育の展開」へ、また、重要課題Ⅳとしておりました「地域と

ともにある学校づくりの推進」を「特別支援教育の充実」及び「いじめ、

不登校対策等の充実」の後の重要課題Ⅵへ変更しております。 

なお、昨年度の大きな変更点でもありました、目指すこども像を大きく

１つの姿で示し、育成すべき資質・能力を考慮した３つの姿を位置付けた

こと、また、重点課題の指標を「大分市教育ビジョン２０２９」と連動さ

せ、項目ごとに基準値・目標値・実績値を記載し、各学校への意識付けを

図っていくこととしております。  

第２部につきましては、「重要課題」ごとに、その解決に向けた「具体

的な方法や視点」と、重点的に取り組むべき内容を「本年度の重点」とし

て示しております。各項目の指標の実績値につきましては、最新の数値を

更新してまいりますので、一部空欄となっておりますことをご了承くださ

い。 

また、令和７年度版と変更した箇所を、赤字で示しておりますので、こ

れから主な変更箇所を中心にご説明申し上げます。 

最初に、学校教育課及び保育・幼児教育課に関する内容についてでござ

います。 
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重要課題「幼児教育の充実」につきましては、大項目２「生きる力の基

礎を培う魅力ある保育」のリード文について、教育課程は幼児期の発達全

体を見通して編成する必要があることから「幼児期の発達の特性を十分に

踏まえた」と変更しております。 

重要課題Ⅰ『「縦の接続」による教育の展開』の１「幼保小連携の推

進」につきまして、幼児期の学びを小学校教育につなぐためには、０歳か

ら１８歳までの学びの連続性に配慮しながら架け橋期のカリキュラムを作

成し、相互理解に基づいた取組を推進することが重要であることから、

「０歳から１８歳までの学びの連続性に配慮しつつ」と加筆しておりま

す。また、小１プロブレムの説明として、「児童が小学校入学後に集団生

活に適応することができない、いわゆる」と加筆するとともに、何を接続

するのかを意識できるよう「学びの」という文言を加筆しております。 

本年度の重点につきましては、学びに連続性のある架け橋期のカリキュ

ラムとするために、校区内の園と小学校が、保育参観・授業参観を実施す

るとともに、参観のみで終わるのではなく、実際のこどもの姿を基にした

協議を行いながら、互いの教育・保育への理解を図ることが大切となりま

す。そのため、「参観したこどもの姿を基にした協議の実施」と加筆して

おります。 

また、令和８年度は、架け橋期のカリキュラム内の校区で共通にする項

目を作成するとともに、各小学校・園が実施及び振り返りを行う年である

ことから、「相互理解に基づいた架け橋期のカリキュラムの作成・実施及

び振り返り」といたしました。 

続いて、２「小中一貫教育の推進」につきまして、現在行っている実践

発表校による公開研究発表会は、令和９年度の大分西中校区及び南大分中

学校区の発表を以て終了となりますが、今後もこれまで本市が積み上げて

きた小中一貫教育の理念・取組を形骸化することなく、義務教育９年間を

見通した系統的な教育を推進していくことが重要であると考えておりま

す。そのためには、各中学校区において目指すこども像や教育目標等を、

学校、保護者、地域で共有するとともに、目標の実現に向けた教育課程の

実施、改善に努めていくことが重要であると考えており、令和７年度学校
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教育指導方針にて、育成すべき資質・能力を踏まえた「３つの姿」を示し

たことに基づき、「視点１」及び「各中学校区の取組」に中学校区におけ

る「育成すべき資質・能力を明確にすること」を新たに追記しておりま

す。 

３「キャリア教育の推進」につきましては、昨年度重要課題Ⅲ－２に位

置付いておりましたが、大分市教育ビジョン２０２９の記載順との整合を

図るため、移動しております。取組の内容等に変更はございませんが、リ

ード文を追記し、各学校において社会や職業との関連を重視しつつ、学校

の特色や地域の実情を踏まえ、小中学校９年間を通して継続的、発展的な

取組を推進する必要性を示しております。 

重要課題Ⅱ「知・徳・体のバランスのとれた力の育成」の１「確かな学

力の定着・向上」につきましては、大分市学力向上推進プラン２０２５に

おきまして、総合的な学習の時間の充実を示しており、今後も引き続き、

各教科等で学んだことや身に付けた資質・能力を様々な場面で発揮する教

科等横断的な視点からの授業づくりを進め、学んだことの有用感や達成感

をこどもたちに味わわせていきたいと考えておりますことから、重要課題

の目的のリード文につきまして、「探究的な見方・考え方を働かせる総合

的な学習の充実を図ること」を追記しております。 

「本年度の重点」につきましても、探究的な学習の充実が今後一層求め

られることから、項目を新たに設け、「『課題の設定』『情報の収集』

『整理・分析』『まとめ・表現』の過程が繰り返される探究的な学習の充

実」について記載しております。 

また、重点３点目の英語教育につきましては、国の英語教育実施状況調

査等の分析結果では、英語の授業におけるＩＣＴの活用が生徒の英語力に

影響を与えることが明らかとなっており、本市においては、小学校外国語

科、中学校英語科における学習者用デジタル教科書等、ＩＣＴについて活

用の余地があることから、新たに「外国語活動・外国語化の授業における

ＩＣＴを活用した言語活動の工夫」を追記しております。さらに、重点４

点目につきまして、本市では中学入学後、生徒の英語学習への意欲の低下

が課題であることから、小中学校の教員が英語教育の相互理解を深める目
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的で、「互見授業等による学習内容や指導方法等の相互理解」を追記して

おります。 

重要課題Ⅱ―２「豊かな人間性と社会性を育む道徳教育」における道徳

科の指導につきましては、学校や地域の特色を生かし、９年間を見通した

系統的な教育課程の実施、改善を推進していくため、（６）「小中合同授

業研究会等の機会を活用し」の後に、「中学校区における道徳教育の重点

目標や」を追記しております。 

また、大項目２「自己実現を図ろうとする態度を育む特別活動」につき

まして、学習指導要領における特別活動の目標である「人間関係形成」に

関して、「年齢や性別などの属性、考え方や関心、意見の違い等を理解し

た上で認め合い、互いのよさを生かすような関係をつくることが大切であ

る」という趣旨を踏まえるとともに、「大分市教育ビジョン２０２９」の

指標である「自分にはよいところがあると思う児童生徒の割合」に関連す

る取組の充実を図るため、 

「心の触れ合いを深める活動」を「互いのちがいやよさを認め合う活

動」に変更しております。 

構成上の変更となりますが、重要課題Ⅲ「社会の変化への対応」の大項

目１グローバル社会における人材育成に向けた教育の推進につきまして

は、「大分市教育ビジョン２０２９」を踏まえ、大項目３にございました

「地域の歴史、伝統や文化を大切にする教育」の項目を移動し、（２）に

位置付けております。 

大項目３働き方改革の推進につきましては、現在、策定を進めておりま

す「大分市立学校における働き方改革推進プラン２０３０」に名称を変更

しております。 

学校教育課に関する内容につきましては、以上でございます。 

次に、教育センターに関する内容につきまして、主な変更箇所を中心に

ご説明いたします。 

大項目１確かな学力の定着・向上を図る学習指導の２の（６）につきま

して、「情報の収集や考えを広げ深める話合い等の学習活動」を「自分の

意見をまとめ表現する活動」と変更いたしました。これは、全国学力・学
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習状況調査の児童生徒質問調査結果において、「自分の考えや意見を分か

りやすく伝えることができる」に対する肯定的回答の割合が低かったこと

から、今後はＩＣＴを活用し、考えをまとめたり、表現したりする学習活

動の充実に図るためでございます。また、後半部分の「授業での学習内容

との関連付けを図った家庭学習」につきましては、分かりやすく文言を整

理し、「授業と関連付けた学習内容」と変更いたしました。 

本年度の重点の一つ目についてですが、「一人１台端末」に「電子黒板

等のＩＣＴ」を追記し、「一人１台端末や電子黒板等のＩＣＴ」と変更い

たしました。これは、一人１台端末をはじめ、昨年度末に各学校に配備い

たしました電子黒板を含む他の教育用機器の活用を推進するためでござい

ます。 

教育センターに関する内容につきましては、以上でございます。 

続きまして体育保健課に関する内容につきまして、ご説明申し上げま

す。 

大項目３健やかな心身を育む学校保健の２の（４）につきましては、自

主的、実践的な態度を身に付ける主体が児童生徒であることを明確にする

ため、文言を修正しました。 

次に、大項目６学校給食の充実の１のリード文ですが、学校給食法の目

標に合わせ文言を修正しました。 

また、２のリード文及び（１）ですが、文言を修正しております。 

以上でございます。 

続きまして児童生徒支援課に関する内容につきまして、ご説明申し上げ

ます。 

重要課題Ⅱ－２「豊かな人間性と社会性の育成」における「本年度の重

点」の５点目につきまして、先般市内中学校で発生した生徒間暴力動画拡

散事案を踏まえた今後の対応の強化、また、本市のいじめの認知件数にお

いて、インターネットを通じての誹謗中傷等に係る件数が年々増加傾向に

ある状況を鑑み、「ＳＮＳを通じたいじめの問題、人権侵害等、情報モラ

ルに関する指導の強化」と変更しております。 

重要課題Ⅴ「いじめ、不登校対策等の充実」についてでございます。 
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１（３）につきましては、重要課題の目的のリード文との重複を避け、

文末の文言を修正しております。 

また、２（２）及び（３）につきましては、今年度、「大分市いじめ問

題対応マニュアル」及び「大分市不登校対応マニュアル」を改訂したこと

から、表記を変更しております。 

児童生徒支援課に関する内容につきましては、以上でございます。 

続きまして、人権教育に関する内容につきまして、ご説明申し上げま

す。 

重要課題Ⅶ「学校教育における人権教育の推進と充実」のリード文につ

きましては、令和７年６月に国が策定した「人権教育・啓発に関する基本

計画（第二次）」を踏まえ、各学校において、人権教育の推進と充実を図

る必要があるため、文言等を整理しました。特に、情報化社会の進展に伴

い、インターネットによる人権侵害が各人権課題と密接な関わりがあるこ

とから、基本計画にも明示されている「インターネット上の人権侵害が横

断的な人権課題となる」という文言を文章の初めに示しております。 

次に、大項目１人権尊重の視点に立った教育活動の（１）につきまして

は、各学校において人権教育が何を目指すのかを明確にし、教職員がこれ

を十分に理解し、組織的・計画的に進めることが重要であることから、

「各学校の人権教育目標の実現に向け」を加筆いたしました。 

最後に、＜本年度の重点＞の３点目につきましては、教職員研修の充実

をより図る必要があることから『人権教育に関する資料や、こども理解を

深めるための「こどもの分析会」等を活用』という具体的方策を示してお

ります。 

人権教育推進課からは以上でございます。 

ご質問などございませんか。 

「縦の接続」による教育の展開、幼保小連携推進協議会、これは実績値

が６９％で、目標値が７０％というここの数値の関係、目標値が低いので

はないかということと、目標値がそもそも７０％で、今もう実績が６９％

で、ほぼ達しているということでの判断であれば、指標自体を別物とする

というか、年２回の実施ではなくて、実施してどうかとか、実施を踏まえ
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てどうしていくとかいう指標の中身を変えるとか、ここについて御説明を

お願いします。 

幼保小の連携の指標の分ということでよろしいですか。 

 はい。実績値が６９％で、目標値が７０％というこの数値目標の設定

と、目標値がもっと高いところで、そこにさらに目指していくのか、もう

これは目標値に近づいたので、じゃあ指標を別のものに、別のものという

か、新たに協議会を実施してその後どうしていくという、もうちょっと具

体的な中身にするのかをお願いします。 

幼保小の連携に係る指標の部分につきましては、大変申し訳ございませ

んが、担当課である保育・幼児教育課と十分な確認ができておりませんで

した。私のほうで改めて確認いたしますが、委員がおっしゃるように、目

標値と実績値の数値が非常に近い状況であると認識しております。 

恐らく、目標値の設定にあたっては、これまでの実績値を踏まえて設定

されたものと考えられますが、その一方で、この指標を設定して取り組ん

でいるということは、実際にはこの取組をさらに推進していく必要性が高

いという判断があったものと考えられます。 

そのため、指標そのものは維持しつつ、目標値についてはもう少し高い

水準を設定してはどうかというご意見があったことについて、担当課へお

伝えしたいと考えております。 

 私も、せっかく指標が示されておりますので、一つ目の指標である

「国・県・市主催の学力調査における全国平均以上の教科の割合」につい

て注目して見ておりました。 

もちろん、学力調査の点数だけで一喜一憂するのはいかがなものかとい

う議論や、単純に他と比較して評価することへの慎重な考え方もあるとは

思いますが、一つの指標としては意味のあるものだと感じております。 

その中で、小学校については全教科で１００％となっており、大変立派

な結果だと思います。一方で、中学校については８２．６％から６９．

２％へと下がっており、かなり大きな下がり方をしている印象を受けまし

た。 

そこで、本年度の重点目標との関係についてお伺いしたいのですが、ほ
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かの指標については重点として掲げられている理由が比較的分かりやすい

一方で、この全国平均以上の教科割合については、毎年変動があるとはい

え、大分市として継続的に伸び悩んでいる教科があるのであれば、そこを

重点課題として位置付ける考え方もあるのではないかと思いました。 

先ほどのご説明では、重点項目の４番目として英語教育が挙げられてお

りましたが、これは実際に教科として英語が弱いという分析に基づくもの

なのか、それとも、グローバル社会への対応という時代的な要請から重点

化しているものなのか、そのあたりをお聞きしたいと思います。 

せっかく教科別の割合という指標があるのであれば、「この教科は特に

伸びにくい傾向があるため重点的に取り組む」といった形で重点施策との

関連が見えると、より分かりやすいのではないかと感じましたが、その点

についてはいかがでしょうか。 

 今、委員がおっしゃったように、当然ながら学力調査やテストの結果、

点数のみをもってこどもたちを評価するということではございません。し

かしながら、こどもたちの学力の定着状況や、現在どの程度の力が身につ

いているのかを把握する一つの指標としては、全国平均以上の教科の割合

を高めていくことも必要であると考えております。 

そのような視点から見ますと、小学校につきましては、多くの教科で目

標を達成している状況でございますが、中学校につきましては、先ほども

ございましたように、特に英語において全国平均を上回ることができてい

ないという現状がございます。 

そのため、本年度の重点項目として掲げております「英語教育の充実」

につきましては、中学校における学力向上を図る必要性を踏まえた取組と

して位置付けております。 

具体的には、ＩＣＴの活用や英語授業そのものの授業改善を進める必要

があることから、学校教育課の英語教育推進室の職員が各学校を訪問し、

英語教育の充実に向けた指導助言を行っております。 

また、中学校には「教科指導マイスター」として中心的な役割を担う教

員も配置しておりますので、そうした教員を核として、各学校における授

業力向上に取り組んでおります。 
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さらに、「授業力向上アドバイザー」の取組として、特に判田小学校・

判田中学校においては、小中をつなぐ英語教育の学びの連続性を意識しな

がら、小中一貫の視点による英語教育の充実にも取り組んでおります。 

このように、さまざまな側面から中学校における英語教育の充実を図っ

ており、現状としては課題もございますが、英語を中心として改善を進め

ていきたいと考えているところでございます。 

 分かりました。いや、重点目標を見ると、今求められている学力という

か、力を伸ばしたい、底上げをしたいように見えるのですね。でも目標か

らしたら、例えば数学はどうなのか、理科はどうなのかなとかいろいろ考

えるのですが、特に英語に焦点を絞っているということですね 

そうですね。 

それでは採決いたします。教議第１号は原案のとおり決定することにご

異議ありませんか。 

（異議なしとの声） 

ご異議なしと認め、本案は原案のとおり決定されました。 

それでは次に、教議第２号「大分市公民館運営審議会委員の委嘱につい

て」を議題といたします。 

事務局、説明をお願いします。 

教議第２号「大分市公民館運営審議会委員の委嘱について」ご説明申し

上げます。 

本案は、中央公民館の運営審議会委員を選出団体での役員交代などに伴

い、後任の委員を委嘱いたしたく、ご決定をいただこうとするものでござ

います。 

なお、後任の委員の任期は、前任者の残任期間となっております。 

以上でございます。 

ご質問などございませんか。 

（なしとの声） 

それでは採決いたします。教議第２号は原案のとおり決定することにご

異議ありませんか。 

（異議なしとの声） 
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ご異議なしと認め、本案は原案のとおり決定されました。 

それでは次に、教報議第１号「大分市奨学生選考委員会委員の委嘱につ

いて」を議題といたします。 

事務局、説明をお願いします。 

教報議第１号「大分市奨学生選考委員会委員の委嘱について」ご説明申

し上げます。 

本案は、大分市奨学生選考委員会委員につきまして、推薦団体における

役員の改選に伴い、後任の委員を委嘱いたしたく、ご決定をいただこうと

するものでございます。 

なお、今回委嘱いたします委員の任期は前任者の残任期間となっており

ます。 

以上でございます。 

ご質問などございませんか。 

（なしとの声） 

それでは採決いたします。教報議第１号は原案のとおり決定することに

ご異議ありませんか。 

（異議なしとの声） 

ご異議なしと認め、本案は原案のとおり決定されました。 

それでは次に、報告事項の説明をお願いします。 

報告事項２点目「大分市立学校における働き方改革推進プラン２０３０

について」について、ご報告申し上げます。 

本市教育委員会が推進している学校における働き方改革でございます

が、現行の計画が今年度までとなっておりますことから、令和８年度から

の新たな計画となる「大分市立学校における働き方改推進プラン２０３

０」の最終案を作成しましたので、概要についてご説明いたします。 

まずは策定の趣旨でございますが、冒頭にございますように学校教育を

取り巻く環境は日々変化しており、それに伴う課題が複雑化・困難化して

おり、あわせて保護者や地域からの要望も多く、結果として教職員の負担

が増大し、長時間勤務の常態化が全国的な課題となっており、本市でも同

様の状況でございます。 
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３段落目にございますが、計画の見直しにあたっては、これまでの取組

を継承していくとともに、令和７年６月に成立した「公立の義務教育諸学

校等の教育職員の給与等に関する特別措置法等の一部を改正する法律」に

より、働き方改革の一層の推進が法的に位置付けられたことから、法改正

の内容も踏まえた見直しとしております。 

次に本プランの位置付けでございますが、上位計画である大分市総合計

画、大分市教育大綱、大分市教育ビジョンを踏まえるとともに、令和７年

６月の法改正により教育委員会での策定が義務付けられた「業務量管理・

健康確保措置実施計画」としても位置付けします。 

次に計画期間でございますが、令和８年度から令和１２年度の５年間と

いたします。 

計画期間中ですが、毎年度進捗管理を行うとともに、総合教育会議にお

いても適宜ご報告させていただくこととしております。 

働き方改革に関する本市の状況についてご説明いたします。 

まず人口と児童生徒数の推移でございますが、本市でも平成２８年度を

ピークに人口減少局面に入り、同様に児童生徒数も減少傾向でございま

す。 

次に教職員の状況でございますが、小中学校あわせて１，９２６人で、

そのうち約６４％が小学校でございます。 

働き方改革の指標でもある、教職員の時間外在校等時間の推移でござい

ます。 

グラフの左側が現行の第二次計画、右側が教育ビジョンでそれぞれ掲げ

る指標でございます。 

次に教職員の働き方改革について、令和７年７月に全教職員に対してア

ンケートを実施したところ、調査項目Ａの働き方改革が進んだと感じる割

合は４５．５％でしたが、調査項目ＢとＣについては３０％を下回ってお

り、学校現場ではその効果を実感できていないとの結果でございました。 

本プランでは、「学校における働き方改革を「総がかり」で推進するこ

とにより、教育の質の維持・向上を図る」を基本理念とし、その実現に向

けた基本方針を「教職員の意識向上・業務改善の推進・地域との協働」と
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いたしました。 

また、長時間勤務の是正や、教職員のワークライフバランスや働き甲

斐、心身の健康確保等を考慮し、五つの評価指標を定めております。 

基本方針１の教職員の意識向上では、 

・勤務時間の適切な管理による働き方改革の深化 

・教職員研修の見直しと専門性の向上 

・教頭の負担軽減に向けた働き方改革の推進 

にそれぞれ取り組むこととしており、【教職員の勤務時間等の管理】で

は、出退勤管理システムによる適正な勤務時間の管理を徹底するととも

に、自宅等へ持ち帰る、いわゆる業務の持ち帰りの管理も行ってまいりま

す。 

また、【教頭の時間外在校等時間】が全体平均時間と比較しても大幅に

多いことから、その改善に向けた取組を進めいてまいりたいと考えており

ます。 

基本方針２の業務改善に推進では、 

・学校徴収金の効率的な徴収・管理 

・スクールサポートスタッフ等による業務支援体制の充実 

・ＤＸの推進による業務の効率化 

・学校施設の管理運営業務の見直し 

にそれぞれ取り組むこととしており、【スクールサポートスタッフの配

置による効果】では、配置による効果が８５．８％と高い数値であること

から、学校規模等に応じた適正配置や、業務の見直しを行うこととしてお

ります。 

また、【チラシ配布の電子化の検討】では、従来の紙媒体での配布から

電子媒体での周知・案内に変更する予定としております。 

現在、年間約２５０件の配布依頼、配布枚数が約１００万枚でございま

すので、電子化を進めることで学校の負担軽減や紙資源の利用削減にもつ

ながるものと考えております。 

基本方針３の地域との協働では、 

・学校運営協議会と地域協働による安全・安心な学校づくり 
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・部活動改革と地域展開の推進 

・児童生徒・家庭への支援体制の強化 

・保護者や地域等からの過剰や苦情や要求等への対応 

にそれぞれ取り組むこととしており、【学校運営協議会と学校の関係】

では、学校ごとに定める学校運営の基本方針や学校経営計画表に働き方改

革に関する指標や取り組み等を盛り込み、学校運営協議会での承認を得る

ことで、学校と地域が協働した学校づくりを支援してまいります。 

また、【部活動改革と地域展開】では、部活動指導者や特別外部指導者

といった外部人材の活用や、休日部活動の地域展開について、国の方針等

を踏まえ令和１２年度以降の実現に向けた検討を進めてまいります。 

「保護者や地域等からの過剰な苦情や不当な要求等への対応」では、過

剰な苦情や不当な要求等への対応は教職員の心身に大きな負担を与えるこ

とから、「大分市職員カスタマーハラスメント対応マニュアル」や他市の

ガイドライン等を参考に、「教職員カスタマーハラスメントマニュアル」

を作成予定としております。これにより、現場で適切に対応できる体制の

整備を進めてまいります。 

最後に今後のスケジュールでございますが、２月２５日開催の総合教育

会議にて最終案に対する意見交換を行ったのち、３月の教育委員会にてプ

ランの策定、６月市議会での報告を行う予定でございます。 

説明は以上です。 

ご質問などございませんか。 

 「教職員の働き方改革が進んでいると感じるか」という項目では肯定的

な回答が増えており、実際に勤務時間も減少しているということで、非常

に成果が出ていると感じました。 

一方で、Ｃの「こどもと向き合うための時間を確保できているか」とい

う項目については、Ａとは逆の傾向が見られており、時間の削減が必ずし

もこどもと向き合う時間の増加につながっていない状況が見受けられま

す。これは単純に勤務時間だけの問題ではなく、その中身の問題でもある

と思います。つまり、様々な業務の割合が変わらないまま全体の時間だけ

が減少すると、結果としてこどもと向き合う時間も減ってしまうことにな
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ります。そのため、業務内容の中で、どのようにこどもと向き合う時間を

増やしていくのか、その業務内容自体を精査していく必要があると感じま

した。 

また、ＡとＣの関係にも関連しますが、「特に負担が大きい業務」の項

目を見ますと、校長は１位が保護者対応、教頭・副校長についても２位が

保護者対応、さらに教諭についても２位に挙がっており、保護者対応が大

きな負担となっていることが分かります。 

一方で、これを見る限り、保護者対応を教諭任せにしているわけではな

く、特に難しい案件については、教頭や校長がしっかり対応している様子

も見えており、その点では学校全体でチームとして取り組んでいる姿勢が

表れていると感じました。 

ただし、保護者対応の中には、学校にとって有益な意見も当然あります

ので、それらについては丁寧に受け止める必要があります。一方で、いわ

ゆるカスタマーハラスメントへの対応については、今後さらに整理してい

く必要があると思います。 

私はまだハラスメント対応マニュアルを十分確認しておりませんが、現

在進められているような外部委託等を活用するのであれば、例えば定期的

にインテーク会議のような場を設け、「この案件は学校で対応する」「こ

の案件は外部と連携する」といった判断を組織的に行う仕組みが必要では

ないかと感じます。 

そのような時間や会議をあらかじめ確保しておかないと、状況に応じて

曖昧な対応になってしまい、結果として保護者対応の負担はなかなか減っ

ていかないのではないかと思います。 

現場ではなかなか難しい部分もあると思いますが、市として、「保護者

対応についてはこう対応する」「必要に応じて外部機関とも連携する」と

いった明確な方針を示し、その中で学校が遠慮なく対応を判断できるよう

な体制づくりが必要ではないかと感じました。校長先生方をはじめ、現場

では非常に一生懸命対応されていることも、この資料からよく伝わってき

ましたので、質問というよりは意見・感想として述べさせていただきまし

た。非常に難しい課題であると感じております。 
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今、委員がおっしゃるように、学校においては、基本的に組織としての

対応、チームとしての対応が非常に重要であると考えております。 

特に現在は若い教職員も非常に多い状況であり、保護者対応を個人だけ

で行うことは、なかなか難しい現状があります。そのため、管理職が対応

に関わる場面も多く、その対応に要する時間や負担も大きくなっている状

況がございます。 

しかしながら、保護者対応そのものは学校にとって非常に重要な業務で

あると認識しております。 

一方で、対応には一定の限度や基準を設けておかないと、その範囲を超

えるような対応が続いた場合、学校現場の負担がさらに大きくなることも

考えられます。そのため、どのような対応を学校が担い、どこから先は別

の対応とするのかという線引きを、マニュアル等を通じて明確にしていく

必要があると考えております。 

現在、マニュアルにつきましては、今後策定を進めていく段階でござい

ますが、他市の事例も参考にしながら検討を進めております。先日も東京

都の事例において、対応時間等を具体的に示したマニュアルが示されてお

りましたので、そういった他都市の事例も参考にしながら、大分市版のマ

ニュアルを作成していきたいと考えております。 

その中で、今、委員からいただいたご意見である外部委託の活用なども

含め、今後検討してまいりたいと考えております。 

ちょっと細かい質問ですが、ぜひ答えを教えていただきたいのですが、

出退勤管理システムの中で、在宅、家に持ち帰って業務を行った時間も個

人で記録するということになっていますが、この業務の持ち帰りは国の方

針で原則禁止、それで、やむを得ない場合は、校長が事前承認を行うこと

となっているのですが、例えば事前に承認がなくて、でも、在宅で思い出

して、次の日の例えば準備をしてしまったとかいうことが発生した、しか

ねないと思うのですけれども、こういう場合に、在宅での業務をした時間

というのは、例えば申請した場合、言ってみれば禁止されていることをや

っていることになってしまうと思うのですが、その辺りの対応というのは

どうなっているのか、もしお分かりでしたら教えていただきたいなと思い
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ます。 

持ち帰り業務につきましては、委員がおっしゃるように、国の方針とし

ては原則禁止という考え方が示されております。 

一方で、学校現場の実情といたしましては、現在、校長面接等を行う中

で現状を確認しておりますが、放課後の時間外在校等時間の縮減に向け

て、教職員が早く帰れるような取組を進めているところでございます。 

しかしながら、例えば翌日の授業準備など、どうしても必要な業務もあ

ることから、現状としては、必要最小限の範囲で持ち帰り業務が行われて

いる実態もございます。 

当然ながら、事前申請を基本としておりますが、委員がおっしゃるよう

に、急遽持ち帰り業務が発生する場合もあります。そのような場合につき

ましては、持ち帰り業務が常態化することは望ましくありませんが、終了

後に改めて校長へ報告し、記録として残す形で対応しているところでござ

います。 

まずは、現状を正確に把握していくことが重要であると考えておりま

す。そのうえで、持ち帰り時間も含め、少しでも時間外業務時間の縮減が

図られるよう取り組んでいくことが必要であると考えております。 

教職員の皆さんは実際の時間数を申告しづらい状況にならないといいと

思います。よろしくお願いします。 

働き方改革というのは、企業もそうですし、教育現場も日本全体の問題

だと思います。企業のほうではですね、採用が厳しい企業も多くございま

して、学校の先生もそうだと思います。基本的に、足りない分を採用で補

おうという発想はちょっともう無理で、現人員で回るようにする、質を高

めるということをせざるを得ない。 

となるとどうなるかといいますと、ＡＩとＤＸを活用して作業を減ら

し、クリエイティブな仕事のみを人間が行うということにせざるを得ない

という状況だと認識します。そうしないと給与が上がらないと、特に企業

の場合ですね。給与が上がらないと、物価高に対応できないということで

すから、人を増やすと給与が上げられないということですから、もう絶対

にＡＩとＤＸの活用は不可欠だというふうなことだと認識します。 
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もうこれも分析もされていらっしゃるようでございますけども、時間的

に、または精神的に負担が大きい業務、これをＡＩとＤＸに置き換えると

いう以外の方法はないのではないかと思うわけでございます。まず、恐ら

く３か月ほど前のこの会議でもありましたが、まず教職員の指導者の方、

指導者というか、管理職の方のですね、業務をまず抜本的に減らす必要が

あるのではないかと。個人的な意見ですけどありますが。というのは、指

導者の方の業務を減らさないと、若い教員のメンタル指導ができないから

退職すると。 

若い人、若い教育者が働きやすい環境にするのが絶対的な目標であるか

ら、となると、上司の人が忙しいと教育できないから、そもそももったい

ない。優先順位でいくと、やっぱり指導職の方の業務、作業をもう絶対減

らすということが、まず必要じゃないかと。 

若干持論も入るかもしれませんけど、そうすると、校長が保護者の対

応、これはちょっと人間がするしかないのかもしれないけど、副校長、教

頭の一般事務とかいうのを、まず抜本的に解放しなきゃいけない。これも

３か月前にあった、車検証が切れて、報告書を出すと。本当に、あっては

ならないと思うのですけど、そんなことを、副校長や教頭がするというこ

と自体ですね、本当に無駄な作業で、こういうものは外注するかですね、

システムにするか、もしくは教育委員会の中でコンピューター化するかで

すね、報告先を変えるとかして、とにかく管理職の手から外さないと、全

くできないじゃないかと。もうこれは私見で申し訳ないのですけど、そん

なことを感じるわけでございます。 

それとあと、私もこれはそうだなと思うのですけど、持ち帰ったら駄目

だと思います。学校の教職員の方は、それはもう家庭崩壊にもつながる

し、そもそも人気がないというような仕事をしてはいけない。これは、丸

つけですけど、ＡＩで丸つけできないかと。そんなことあり得るはずがな

いって思いますけども、今本当にすごいソフトがスマホであってですね、

営業の皆さん、私もちょっとやるのですけど、スマホで丸つけして、丸つ

ければ評定できるようなですね、システムもどんどん今ＡＩで開発されつ

つありますし、学校の先生がきめ細かくするのはもちろんなのですが、成
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績を評定したりすることも含めて、基本的にＡＩがやるとか、そして、学

校の先生はＡＩの使い方が分からない生徒を、こういうふうに使うのだよ

とか指導するとかですね、とにかく学校の先生がすることは、先ほどのい

じめもそうですけど、とにかく人間教育とコミュニケーション力を磨くこ

とと、それから学業を上げることの補助をすると。 

さらに、保護者との連携をして、総合的な人間教育をするというふうな

ことになってくると、やっぱり作業はですね、基本的には、今までの発想

をなるべく変えて、ＡＩとＤＸを使って負荷を、作業を減らすという発想

でいかないと、ずっとこの話が続いていく可能性があります。 

まず、難しいことだと思うのですけど、やはりそういうことをしていっ

たほうがいいのではないかというふうに考える次第でございます。お答え

を求めているわけじゃないのですけど、ちょっと私見が入りましたが、ぜ

ひそうなるといいなということの意見でさせていただきます。 

今、委員からお話がありました点につきましては、我々も非常に重要で

あると考えております。 

例えば、「時間的・精神的負担が大きい業務」の項目の中でも、「学習

評価や成績処理」に負担を感じているという結果が出ております。 

そのような中で、教育長からもお話がありますように、自動採点システ

ムの導入等について検討していく必要があると考えております。実際に、

こうした採点システムを活用することで、採点業務の時間短縮につながる

だけでなく、様々な分析を行うことも可能となるため、その有効性につい

て今後さらに活用を検討していく必要があると感じております。 

一方で、教職員の中には、これまでの自分自身のやり方や、こどもたち

との関わりの中で培ってきた指導観を大切にしている面もございます。特

に小学校教員に多いのですが、実際に自分でテストの採点を行い、一つ一

つ丸を付けることで、こどもの理解状況や日頃の様子を把握できるという

声も学校現場にはございます。 

そのため、単に効率化だけを進めるのではなく、そうした現場の思いに

も配慮しながら進めていく必要があると考えております。しかしながら、

時間的負担の軽減や、より高度な分析を行うという観点からは、自動採点
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システム等を導入し、働き方そのものをどのように変えていくかという視

点を持つことも重要であると考えております。 

重なるところではあるのですけど、学習評価、成績処理が負担が大きい

１位に入っているのですけど、今日のニュースとかで、他市で今年４月か

ら、全中学校も２学期制を導入とかいう市が入ってきていて、そういった

ことの検討とかも今後あってもよろしいのかなというところと、自動採点

のほうはもう、今高校現場はそうなっていますので、できないことはない

はずなので、それは、もちろん自分で丸つけしたいという先生もいらっし

ゃる等、それはパートを分ければいいだけなので、もう記号とかは自動で

ばんとできるやつはそちらに回して、あと個別に思考を見たいとかという

のは、また別のレポートでもチェックできるかなとは思います。 

具体的に２学期制導入とか行事の配分というか、この前もちらっとあっ

た、夏にはプールはできないよね、暑過ぎてという話もあったりして、学

習の中身とかをもうちょっと変えてみるとか、やっぱり抜本的にもうちょ

っと何かしら入れないと、これ以上の時間を削るというのは、もう業務内

容からしたらちょっと厳しいというか、無理というか、上の表に、赤とブ

ルーが右下がりに行ってほしいという点々線はありますけど、若干上がっ

てきているので、ここが底というか、ここから下げるにしたら、もっと何

かをしないということがありまして、先ほど、何かある先生の１日という

時間割の中で、どこを見ても、これ、こどもと向き合う時間はないよねと

いうか、含む休憩時間４５分とありますけど、あれは決して、実際は休憩

時間を取れてないと思います。 

給食も一緒に食べますし、前後の準備とか、先生によっては小学校だと

休憩、中休みも昼休みも全力で外で遊ばれる先生もいらっしゃるはずで、

この休憩時間４５分は必ず取れてはないと思いますし、その中で業務を行

ったら、それはまた出退勤管理システムに載せなきゃいけないのですか、

休憩時間に業務を行った時間というのも。 

そういったのも、結局面倒だからシステムに載せないという先生方も実

際いらっしゃるのだろうなという思いがあって、何かもう、ここに、もう

時間割を削るというか、何かしら本当に動かさないと、どこでこどもと対
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応する時間が取れるのだろうって、この時間割を見て思いました。もう１

６時半、勤務終わるぎりぎりまで授業して、会議して、中学校によって

は、そこから部活動ということなので、もう少しメスの入れ方を考えなけ

ればいけないのかなという気がします。そういう思いです。よろしくお願

いします。 

以前からそういったご意見はいただいており、その点につきましては、

我々も継続して検討しているところでございます。 

「こどもと向き合う時間」につきましては、当然、こどもと直接接する

時間という意味合いもございますが、それだけではなく、こどもの今後の

教育活動に必要なことについて教職員同士で話し合う時間や、宿題の確

認、学習評価に関わる時間など、こどもの教育活動につながる時間も含め

て、「こどもと向き合う時間」と捉えております。 

例えば、学年の教職員が集まり、こどもの状況について協議する時間な

ども、こどものために必要な時間であると考えております。 

そのため、そうした時間をどのように確保していくかという点につきま

しては、やはり学校全体の在り方や業務の進め方など、大きな部分を見直

していく必要があると考えております。 

具体的な取組としては、各学校において校時表の見直しを行い、放課後

に一定の余裕のある時間を確保するなどの工夫を進めております。 

その時間を活用し、放課後に直接こどもへ補習学習を行う場合もありま

すし、教職員同士でこどもの現状について協議を行う場合もありますが、

いずれにしても、こどものためになる時間を確保していくという視点で、

現在取組を進めているところでございます。 

スクールサポートスタッフの業務が、令和８年度に追加ということで、

５番、６番ありますけど、また、そういった業務を追加してみて、先生方

の負担がどう変わるか、またアンケートの結果とかを知りたいなと思いま

すので、また教えていただけたらと思います。 

それでは次に報告事項（３）「県費負担教職員の人事管理上の矯正措置

について」報告いたします。 

これより秘密会となります。 
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廣津留委員は退席ください。傍聴の方も退席ください。 

報告事項（３）は、人事に関する案件でありますことから、審議に入る

前に、説明者以外の事務局職員の退室をさせていただきたいと存じます

が、よろしいでしょうか。 

説明の前に資料をお配りしたいのですがよろしいでしょうか。 

どうぞ。 

事務局、説明をお願いします。 

（報告事項（３）の報告。） 

それでは、お配りした資料を回収させていただきます。 

以上で予定されていた議題は終了となりますが、他に何かございません

か。 

２月の教育委員会の日程につきまして調整をお願いいたします。 

まず、令和８年２月５日木曜日午後２時から小規模特認校に係る第２回

教育懇談会を実施いたします。 

また、２月２５日水曜日の午後１時１５分から第２回大分市総合教育会

議を、続けて午後３時から定例教育委員会を開催いたします。どうぞよろ

しくお願いいたします。 

また、本日の会議終了後は、学習会を行いますので、お時間をいただき

たくお願い申し上げます。 

以上でございます。 

（了承） 

他に事務局から何かございませんか。 

（なしとの声） 

これをもちまして、本日の会議を閉会いたします。 

                      （午後４時５０分） 


